多国籍企業の競争に及ぼす影響 by 小原 喜雄 & Ohara Yoshio
102
!
多国i籍企業の競争に及ぼす影響
小 原 喜 雄
序 多国i籍企業をめ ぐる問題状況
企業が国境を越えて資本,技術および経営技能を移転 して生産を国際化す
(1)
ることは,既 に19世紀の中葉以降行なわれてお り,多 国籍企業それ 自体は
新 しい現象ではない。 しかるに多国籍企業が現在新 しい深刻な問題として多
方面で議論 されてい るのは,第2次 大戦後におけ る多国籍企業の規模 と影響
力が,以 下の例示にみ られ るように,戦 前に比 して巨大化 した結果として,
投資受入国のみならず本社所在国にも経済的,社会的および政治的に重大な
(2)
衝撃を与えたためである。 すなわち,ア メリカ の 直接投資残高(簿 価)は
(3)ω
1929年に は75億 ドル で あ っ た が,1972年 に は860億 ドル に 達 し,ア メ リカ
くの
の多国籍製造企業め 海外の 工場数は20世紀初頭には100未満であったが,
、
原 稿 受 領1976年11月5日
(1)M.Wilkins,TheEMergenceofM"ltinationalEnterprise,1970,Chap.
III～V・ 江 夏 ・米 倉 訳 『多 国 籍 企 業 の 史 的 展 開 一 植 民 地 時 代 か ら1914年 まで 』
.(1973)42頁以 下 .C.Lewis,America'sStaheinlnternationallnveStments,
1938,PartII;P.S.Bagwe11&G.E.Mingay,BritainandAmerica1850～
1939'AStudyofEconomicChange,1970,東 井 ・原 田 ・加 勢 田 訳 『比 較 経 済
史 イ ギ リス と ア メ リ カ1850～1939』(1975)102頁 以 下.
(2)Cf.0.E.C.D.,RePortontheRestrictiveBusinessPracticesofMultina-
tionalEnterPrises,1976,p.6;堀江 忠 男 「世 界 経 済 に お け る(多 国 籍 企 業 の)
功 と 罪 」 『経 済 往 来 』1976年5月 号,86頁.
(3)F.W.Fr6hlich,MultinationaleUnternehmen-Entstehung,Organisation
undManagement,1974,S.27.彼 に よれ ば,ア メ リ カ の 直 接 投 資 残 高(簿 価)
は.1929年 の75億 ドル か ら1946年 に は72億 ドル に 低 落 し て い る.・
(4)UnitedNations(U.N.),MultinationalCorporαtions伽WorldDevelop-
ment,1973,p.146.ア メ リ カ の 直 接 投 資 残 高(簿 価)は,1950年 ～1%0年 の
期 間 に ほ ぼ3倍 に 増 加 し,さ らに1%0～1971年 の 期 間 に330億 ドル か ら860億
ドル に 増 大 した.
(5)F.W.Fr6hlich,a.a.0.,S.26.
多国籍企業の競争に及ぼす影響103
く　　 ヨ
1968～1969年に は9,691に増 加 し,し か も19SO年～1960年の 間 に ア メ リカ
(7)
の主要な多国籍製造企業187社の海外子会社数がほぼ3,5倍に増大 した。 ア
メリカの海外投資の主要な受入国と してのイギ リスにおけるアメリカ系子会
(8)
社 に よる雇傭者数 は,1914年には12,000人にす ぎなか ったが,1963年には
くの
製造業 のみ において約442,400人に達 している。1914年当時の重要産業(石
炭,鉄 道,鉄 鋼,機 械,造 船,繊 維,農 産 物)に おけ る主要 な会社 は工業 国
(10)
では殆 ん ど 内国企業 であった のに 対 し,第2次 大戦後では 工業 国の化学製
品,機 械,石 油等 の重要 な産業分野に も外 国の多 国籍企業 の進 出が顕 著にな
り,た とえば,カ ナ ダでは 全製造工業利潤 の64パ ・一セン トが 非居住者(主
と してア メ リカの多 国籍企業)に よって 占め られ てお り,し か も石油 ・石炭
製品の98.6パーセン トをは じめ,5業 種 の利潤の80パ ーセ ン ト以上が外 国
　　エ　
資本により吸い揚 られてい ることは,外 国の多国籍企業が先進工業国の経済
活動全般においても重大な役割を果すに至 った ことを示す。他方,発 展途上
国は,先 進国の対外直接投資推定総残高の半分 しか受け入れていないが,発
展途上国の経済規模が先進国のそれの半分以下であるため,多 国籍企業の発
　ユ　ラ
展 途 上 国 に 及 ぼ す 影 響 力 は 一 層 大 き い 。 戦 後 の ナ シ ョ ナ リ ズ ム の 高 揚 と と も
に,従 来 か ら経 済 的 植 民 地 化 の 性 格 を 帯 び て い た 多 国 籍 企 業 に 対 す る 批 判 が
高 ま り,殊 に,ITT(国 際 電 信 電 話 会 社)の 謀 略 に よ る チ リの ア ジ ェ ソ デ
政 権 の 転 覆 を 契 機 と して,発 展 途 上 国 の 貿 易 と 開 発 を 妨 げ る 諸 悪 の 根 源 と し
(6)U.N,,.op,ci七.p.138.2,468のア メ リカ親 会 社 が9,691の海 外 子 会 社 を 有 し
て い る.
(7)Ibid.P.8,1950年～1966年め 期 間 に ア メ リカ系 子 会 社 の数 は7.ooσ社 か ら
23.000社へ と3倍 強 に 増 加 した.
(8)Ch,Tugendha七,TheMuitinationals,1971,P。17.
(9)ThelmPact(ゾForei8nDirectInvestmentontheUnitedKingdom,U.K.
DepartmentofTradeandIndustry,byM.E.Steuerandothers(Steuer
Report),1973,p.195.
⑩Tugendhat,op.cit.p.16.
⑪ForeignDirect」rnOestmentinCanαda,theGovernmentofCanada,1972,
p.21.な お,ア メ リカの 主 要 な 多 国 籍 製 造 企 業187社 の カナ ダ子 会 社 数 は1939
年 に353社 で あ っな が,1967年 に は1,048社と約3倍 に 増 加 して い る.U.N.,
op.cit。p.156f.
⑫U.N.,OP。cit.P.9.
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て多国籍企業が国際連合等で姐上にのせ られている。
現在,多 国籍企業全体が世界経済において如何に重要な役割を果 している
かは,1971年におけるその 付加価値総額が5,000億ドルに達 し,共 産圏を
除 く世界の国民総生産の約5分 の1に 相当 し,そ の海外の子会社の生産高が
約3,300億ドルと推計 され,全 市場経済国の輸出総額3,100億ドルを上廻 っ
く　　
ている ことか ら 明瞭で ある。 しか も,典 型的な多国籍企業 は,規 模が 巨大
で,寡 占を形成 し,200社が10億 ドルを上 廻 る年 間売上高を有 し,20力 国
くユの
以上にわた って子会社 を有 してお り,対 外 直接投資はそれ ぞれ の本 国に おけ
る数 社に よって 集中 して 行 なわれ る 傾 向があ る。 た とえば,ア メ リカでは
250～300社で70パ ーセ ン ト以上を,イ ギ リス では165社で80パ ーセソ ト
くユの
をそれぞれ占めている。
戦後における多国籍企業のこのように飛躍的な拡が りは,ジ ェット機およ
びテレックスの ような交通 ・通信手段の発達によって,親 会社 と遠隔地にあ
る海外子会社間の距離による意思不疎通が解消され,国 際的経営戦略の立案
く　 　
と実施が容易になったことに因 ることも見逃せない。多国籍企業の経営戦略
は,国 内でまず販売 し,余剰分を輸出するとい う従来の一国単位の経営戦略
か ら脱皮 して,国 境を顧慮することな く世界のどこで生産,販 売するのが利
潤を極大化するのに最 も有利であるかを世界的視野で判断 し,実行する点で
く　わ ノ
革命的である。
多国籍企業業務のこのような 世界的展開は,本 社の所在する本国(home
country)および投資受入国(hostcountry)の貿易,国 際収支,雇 傭,経 済
成長,競 争等に影響を必然的に及ぼす。競争制限規制,戦 略的輸出制限,対
外直接投資規制,課 税等に関 して多国籍企業か ら挑戦を受けた本国が管轄権
031bid.,p.13f.
(④Ibid.,p。6.
001bid.,p.7.
⑯R.Vernon,``Antitrustandinternationalbusiness,"46HarvaッdBusi-
nessRevieω82(1968);C。P.Kindleberger,AmeriGanBusinessAbroad,
1969,p・34・小 沼 監 訳 『国 際 化 経 済 の 論 理 』(昭45)54頁.
⑰ 堀 江,前 掲84頁 参 照.
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を国外に拡張 しようとす る場合に,そ れに対抗措置をとろ うとす る投資受入
国との間に摩擦が時 として生ず ることがある。かかる管轄権上の抵触は,国
境線に とらわれずに事業活動す る多国籍企業の開放性 と,領 土主権に立脚す
る国家の閉鎖性 とのギャップを端的に示 している。 このギャヅプを埋めて,
多国籍企業の事業活動を有効に規制 しうる国際機関は未だ存在 していない。
し
以上のように多国籍企業が提起す る問題は多方面にわたるが,本 稿は,多
国籍企業が競争に対 してどのような影響を及ぼすか,反 競争的効果を齎 らす
場合にはそれを如何に排除するかに限定 して論ず る。
,1多 国籍企業の競争促進的効果
　 　
多国籍企業が競争に対 してどんな影響を及ぼすかについて,一 般的には競
く　の
争促進的効果をもつ とする評価 と,投 資受入国における集中度を増加させる
く　の
結果 と して競争制限的効果を有す るとす る見解とが対立 している。
ノ仮説上,競 争を促進する側面 として,多 国籍企業は,以 下の理由により,
参入障壁の高い集中化された国内市場に内国企業に比 して容易に参入 し,供
給者の数を増加することができる。 まず,多 国籍企業は,諸 外国におけ る子
会社に生産を特化 させ(た とえば,フ ォー ド社の トラクターの変速装置がベ
ルギー工場で,エ ンジンがイギ リス工場で,ギ アがアメリカ工場でそれぞれ
　 　
生 産 さ れ て い る),低 コ ス トの 部 品 を ア セ ソ ブ リ ー す る こ と に よ っ て,他 の
内 国 企 業 に よ る 参 入 を 阻 止 して き た コ ス ト上 の 障 壁 を 克 服 す る こ と が で き
る 。 つ ぎ に,多 国 籍 企 業 は,内 国 企 業 に 対 す る 技 術 の 優 位 性 に よ っ て,製 品
差 別 化 に よ る 参 入 障 壁 を 克 服 で き る 立 場 に あ る 。 そ し て,多 国 籍 企 業 は,内
a$産 業 組 織 論 か らの考 察 に つ い て,R.E.Caves,"InternationalCorporations:
TheIndustria1EconomicsofForeignInvestment,"38Economica1(1971),
邦 訳,『 季 刊 現 代 経 済 』6号130頁 以下,越 後 和 典 「多 国 籍 企 業 の産 業 組 織 論 的
考 察 」 『週 刊 東 洋 経 済 』3746号58頁 以 下 参照.
⑲C.P.Kindleberger,op.cit,,p.32;S七euerReport,p.10."
⑳S.Haymer,"TheEfficiency(Contradictions)ofMultinationalCorpo-
「ations,"TheAmeriaanEconomicReview,Vol.LX(1970),p.443.
⑳ 朝 日新 聞.昭 和51年9月26日,多 国 籍 企 業 ②.
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国企業に比 して国際資本市場および資源に容易に接近でき,ま た他の市場で
得た利益を市場参入に投入することができる点で,参 入障壁を克服す るうえ
　 　 　
で優利である。か くて,多 国籍企業が新会社を設立 して市場に参入す る場合
には,競 争単位が増加するので集中度の低下に よって齎 らされゐ市場構造の
く　　　 　 　
改善か ら市場成果が改善されることとなる。ところで,多 国籍企業が既存会
　 　
社を買収 して市場に参入する場合には,競 争単位は変 らないか ら競争促進的
く　 　
効果をもたないとす る見解 と,限 界企業を買収するときは市場構造を保持 し
く　の
または 整序す るとい う意味で 競争促進的であるとす る見解 とが 対立 してい
る。いず れゐ見解 嘉正 しいかは,ケ ース ・バ イ ・ケースの分析 に よって立証
され よう。
多国籍企業が市場行動に及ぼす影響について,こ れ らの企業は主 として成
長率の高い市場で活動 しているこどか らみて島競争に積極的であろ うと推測
く　ラ
され る。 事実,イ ギ リス市場へ の ア メリカ企業の参入は,時 計,タ イヤ,石
鹸 と洗剤,ラ ヂエ ーターとボイ ラー,事 務用器機,冷 凍機,掘 さ く機の分野
く　の
におけ る内国企業 の独 占状態を打破 し,価 格 を引 き下げ させた。同様に,フ
ランスの タイヤ市場 に ア メ リカの フ ァイアス トーン社 と グ ッ ドイヤー社 が
1962年に参入 した とき,ミ シ ュラン社,ダ ン ロ ップ社 お よび クレベ ール ・コ
く　の
ロンブ社(Kl6ber-Colombes)も価格 を引き下げ ざるをえなか った。 同国の
化学品,医 薬 品,機 械 お よび電子製品の分野におけ る外 国子会社 の現地生産
が輸入 に とって代 った ことに よ り国際収支が改善 され,そ の結 果実現 した貿
く　　ラ
易 の 自 由 化 に 基 づ い て 輸 入 競 争 が 活 発 と な り,価 格 が 引 き 下 げ られ た 。 オ ー
⑳0.E.C.D.,op.cit.p.15.
㈲StephenH.Hymerの 見 解.CitedinKindlel)e「9e「・oP.cit.P.186f.
⑭0.E・C・D・,op.cit.15.尤も,0.E.C.D.の報 告 書 は,競 争 に 対 す る 積 極 的
評 価 の た め に は,生 産 性 向上 の 利 益 が経 済 を 通 じて 均 てん され る よ うに 十 分 な 数
の競 争 的 な 供 給 者 また は需 要 者 が 当 該 市 場 に 存 在 す る こ とが 必 要 で あ る とす る.
㈲Ibid.,p.16.'
㈲J,H.Dunning,AmerieanlnvestmentinBritishManu「acturinglndustry,
1958,p.159f.
鋤J.N.Behrman,NationallnterestsandtheMultinationalEnterprise,1970,
P・21・
俵}G.Y.Bertin,Lesinvestissementsdesfirmes6trange"resenFrance,1962,
p.181.
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ス トラ リア市場への外国企業の参入は,タ バ コと洗剤の分穿における内国企
業を独占から寡占に転落 させ,さ らに競争企業が進出 したため寡占利潤は削
く　
減され,価 格が引き下げ られた。 カナダにおける外国企業活動の影響につい
て,ケ ーブス教授は,競 争の強弱を測定する基準 と しての利潤水準が外国所
有企業の産出高と逆比例関係にあるのに対 して,非 集中化産業お よび多国籍
企業の子会社がカナダの全産出高において小さな割合 しか占めていない産業
においてはこのような関係がみ られないことか ら,全般的には競争促進的で
(30)
あると判断 している。 ド
以上の ように,多 国籍企業は,投 資受入国の寡占的な内国企業 と相互協調
的行動を とらない限 り,仮説上 も実際にも,受 入国の競争を促進す る側面を
有す るのである。
皿 多 国籍 企 業 の競 争 制 限的 効果
他方では,多 国籍企業は巨大な経済力を行使す るため,投 資受入国市場の
寡占的構造 と相侯って,競 争を制限す るおそれがある。多国籍企業の投資受
入国への進出が受入国における集中度を増加させ,市 場構造を直接悪化させ
るのは,既 に集中化 して いる市場において競争企業を買収 した り,競争者を'
市場か ら排除す るために悪 らつな手段を用いた りする場合である。高度に集
中化 している市場における巨大企業が,成 長性のある市場をもつ第三国に も
同時に大規模な直接投資を行な うときは,寡 占的市場構造 を投資受入国にい
わば輸 出することになる。 この ような寡占企業の同時的な投資は当該市場の
く　
過度集中を齎らし効率を損う。他方,投資受入国における企業が多国籍企業
の進出に対抗するため 合併,業 務提携等を通じて 集中度を高ある事態を招
(32)
く 。 ア メ リ カ 系 多 国 籍 企 業 の 挑 戦 に 対 す る 欧 州 お よ び 日 本 の 企 業 の 防 衛 的 な
㈲D.T.Brash,American∫vavestment初Ascstralianlndustry,1966,p.182f.
㈹RE.Caves,"]MultinationalFirms,CompetitionandProductivityin
Host-Co脚tryMarkets,',41Economicα176-193(1974).
(3D・C.P,Kindlebergered.,TheJnternationalCorporation,1970,p.8.
働S.Hymer,RRowthorn,``MultinationalCorporationandInternational,
Oligopoly:TheNon-AmericanChallenge,"in:C.P。Kindlebergered.,op.
cit.p.57.島野 卓 爾 「EC経 済 と 多 国 籍 企 業 」 『週 刊 東 洋 経 済 』3746号126頁.
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集中化がそ の典型 であ る。 また,外 国企業が アメ リカの集 中化 された市場 に
参入す ると,ア メ リカ企業が対抗的に当該外 国企業の本国に投資す るとい う
場 合があ る。 た とえば,ユ ニ リーノミ社,ブ リテ ィシ ュ ・ペ トロ リアム社 等の
イギ リス企業 の ア メ リカへの進 出に対抗 して プロ クター ・ア ン ド・ギ ャン ブ
ル社,エ ッソ社等 の ア メ リカ企業が イギ リスに進 出す るとい うよ うな相互乗
り入 れ現 象がみ られ る。 かか る防衛的 な投資は,多 国籍企業 の本 国お よび投
資受入 国におけ る寡 占企業 の相互依存 の必要性 を認識 させ,暗 黙の相互協調
く　 　
的行動が正式のカルテルにとって代 るおそれがある。
多国籍企業の内部において,海 外子会社の市場行動が市場力によってでは
な く,現地か ら遠 く離れた親会社によって決定 され るので,効 率が市場価格
くおの
に反映 されないとい う危険性がある。
多籍国企業の進出は,既 述の水平的な集中度への影響のほかに,国 際的な
垂直 的集中な らびに過度 の製品差別化 お.よび広告に よって ・投資受入国にお
け る参 入障壁 を高め ることが ある。
以上 の よ うに,仮 説上,多 国籍企業は投資受入 国に競争制限 的効果 を齎 ら
しうるのであ る。多 国籍企業の競争制 限行為が実際 に争訟 の対象 となった も
の と しては,(1)独占化 または市場支配地位の濫用,(2)国際 カルテル,(3)国
際 合併 または 合弁,お よび(4)特許実施許諾に付随す る制限 があ るが,こ こ
では(1)と(2)につ いて検討す る。
1.独 占化 または市場支配的地位 の濫用
多 国籍企業は,そ の 巨大 な経済 力を行使 して,輸 入 の独 占化,不 当な振替
価格,不 当な値上げ,不 当な差別取 扱等 を行 な うことがあ る。
(1)外国企業 との共謀に よる輸 入の独 占化
多 国籍 企業 が 外 国政府 と 共謀 して 当該外 国か らの 輸入 を独 占化す る場合
G3C.P.Kindlebe「9e「,AmericanBusinessAbroad・P.14f・,64f.他方,島
野教授は,対外投資の規模が欧米間で互角に見えても,直接投資規模の格差が,
EC経済において,ア メリカ系多国籍企業を圧倒的に優位しているので,EC経
済の競争を圧迫することになったと考えられる.
C)tl)0。EC.D.,op.cit,,p.18f。
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?
?
??
に,外 国政府 の命令,外 国法 に よる要請等の カモ フラージの下に輸入を独占
化 す る企業 に対 し独禁法を適用す ることがで きないか とい う問題が生ず る。
ア メ リカのユナ イ ッ ド・フル ーッ社 は,中 央 ア メ リカに 「バナ ナ帝 国」 を
　 　
建設す る過程において,競 争企業を市場か ら排除す るため,外 国の軍隊を し
ノ
て競争企業の農園を収用させた り,競争企業にバナナを販売 しようとす る農
民には中米唯一の 自社の輸送機関を適正に使用させなか った りした。その被
害者の一人であるアメ リカン ・バナナ社の提訴に基づいてニューヨーク南部
地区合衆国巡回裁判所が認定 した事実によると,原告 アメリカソ ・ノミナナ社
との 対米バナナ 輸出競争を 阻止 しようとする ユナイテ ッド・フルーツ社に
よって煽動された コスタ リカの官吏 と軍隊が原告の農園とバナナ運搬用鉄道
施設を接収 したので,原 告は コスタ リカの裁判所に提訴 して,同 磯園に対す
る所有権確認判決を得たが,コ スタ リ㍗政府 は撤兵 しようとせず,原 告はか
かる妨害行為によって当該農園でバナナを栽培 しアメリカへ輸出す ることが
できな くな りこの事業か ら手を引かざるをえな くなった。原告は,ア メリカ
領土外で行なわれた被告 と外国政府間の共謀が対外通商におけ る独占化を禁
止するシャーマン法2条 に違反すると して損害賠償訴訟を提起 した。合衆国
(36)(37)(38)ノ
の 巡 回 裁 判 所,控 訴 裁 判 所 お よ び 最 高 裁 判 所 は い ず れ も,独 立 の 主 権 国 家 に
よ る 接 収 の 有 効 性 を 判 断 で き な い,従 っ て 当 該 接 収 の 結 果 生 ず る 得 べ か り し'
利 益 の 損 失 を 裁 定 で き な い と小 う理 由 で 請 求 を 棄 却 した 。 最 高 裁 判 所 の ホ ー
ム ズ 裁 判 官 は,国 内 法 の 空 間 的 適 用 範 囲 に は 属 地 的 限 界 が あ り,行 為 の 合 法
㈹ 同 社 の 経 営 戦 略 の 歴 史 に つ い て,F・U.Adams・ConguestoftheTropics'
TheStoryoftheCreativeEnterPrisesConauetedbツtheUnitedFPtuitCom-
panツ,1914;c.D.Kepner,Jr.andJ,H,soothill,TheBanαnaEmpire--
ACaseStudy(ゾEconomiclmperialism,1935;NationalPlanningAsso.,
TheUnite4FruitComPan夕inLatinAmerica,1958;若槻 泰 雄 「ユ ナ イ テ ッ
ド ・フ ル ー ッ社 の お か しな お か しな成 功」 『季 刊 中央 公 論 経 営 問 題 』 昭48年 春 季
号334頁 以 下,角 間 隆 「多 国i籍企 業 会 長44階 墜 落 死 事 件 」 『季 刊 中央 公 論 経 営 問
題 』,昭50年 夏 季 号209頁 以 下 参 照.
㈲AmericanBananaCo.v.UnitedFruitCo.,Cir.Ct.,S.D,N.Y.,160
Fed.Rep.184(1908).
30Cir.Ct.ofApp.2ndCir,,166Fed.Rep.261(1908).
G$213U.S.347(1909).
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性に関する判断は行為地法によって下すべきであ り,他 国が行為地法ではな
く自国法によって判断することは他国の主権を侵害 し,国際礼譲に反す る。
殊に,外 国政府の行為 ・たとえそれがアメリカ市民の煽動に よって行なわ
れたにせよ の是非は,ア メ リカ裁判所の決定すべき問題ではないと判示
した。 しか しこの判旨は,被 告が外国政府を煽動 して原告の農園を接収させ
たことによって,被 告がコスタ リカか ら米国へのバナナの輸入を独占化す る
く　
効果を生 じた ことを看過 している。その後の判例は,被 告が外国政府 と共謀
ロの くるの
して メ キ シ コか らの サ イ ザ ル 麻 の 輸 入,ま た は カ ナ ダか らの ヴ ァナ ジ ン買 付
を そ 乖 そ れ 独 占 化 した 事 件 に お い て,ア メ リカ ソ ・バ ナ ナ 事 件 と異 な っ て,
米 国 の 対 外 通 商 を 制 限 す る実 質 的 な 効 果 が 生 じて い る とい う事 実 関 係 の 差 異
を 強 調 して,輸 入 独 占 を 禁 止 し,ア メ リカ ン ・バ ナ ナ 事 件 の 法 理 を 実 質 的 に
覆 え して い る。
(2)不 当 な 振 替 価 格
多 国 籍 企 業 は,国 境 を 越 え て 事 業 活 動 して い る こ と を 利 用 して,親 会 社 が
高 税 国 の 子 会 社 に 送 る 中 間 財 の 価 格 を 高 く して 利 益 を 圧 縮 し,低 税 国 へ は そ
の 逆 を して,多 国 籍 企 業 全 体 の 税 負 担 を 少 な く し収 益 を 多 くす る とい う トラ
ン ス フ ァ ・プ ラ イ シ ン グ(企 業 内 の 振 替 価 格 操 作)を 比 較 的 自 由 に 行 な う こ
と が で き る の で あ る が,計 算 書 類 が 通 常,国 外 の 多 国 籍 企 業 の 本 社 に 保 管 さ
れ て い る た め,自 国 の 子 会 社 か ら親 会 社 へ の 振 替 価 格 の 不 当 性 を 競 争 当 局 が
立 証 す る こ と は 困 難 な 場 合 が 多 い 。 ス イ ス の 多 国 籍 企 業 で あ る ホ フ マ ソ ・
ラ ・ロ ッシ ュ社 と イ ギ リス お よ び ドイ ツ の 子 会 社 間 の 精 神 安 定 剤 リブ リウ ム
G9し か るに ホ ームズ裁判 官は.2年後 に,州 際間 の詐取事件 に関す るStrassheim
v.Daily,221u.s.280(1911)におい て,州 内に効果を生ず る州外 の行為 に対
し管 轄権 を有す る と 判示 した.こ れ ら両事 件に おけ る 判 旨の差異を ホー ムズ裁
判官 の 反 トラス ト法 に 対 す る 無理 解 反 感に求 め る 見解 があ る(S.'Timberg,``ExtraterritorialJurisdi6tionundertheShermanActノ'TheRecoPtdof
AssociationofBarofCitツofNewYorh,19>6,P.103f.)が.管轄権 を州外
の私人 の行為 に及ぼす場 合 と外 国政 府 の行為 に適用す る場合 との間に は,主 権 侵
害 とい う異質 の問題 があ るこ とに求め るべ ぎで あ ると思われ る.
㈹UnitedStatesv,SisalSalesCorp.,274U.S.268(1926).
㈹ContinentalOreCo.v.UnionCarbide&Carl)onCorp.,370U.S.690
(1962).
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とヴ ァ リウムに関す る振替価 格が,特 許 のないイタ リアに比 べて著 しく高か
った。
イギ リス子会社 であ るロ ッシ ェ ・プロダクツ社 は,こ れ ら2医 薬品につい
て99パ ーセン トの市場 占拠率 を有 し,独 占状態にあ った。 イ タ リアで は リ
ブ リウム とヴ ァリウムの原料価 格がそれぞれ1キ ログラム当 り9ポ ソ ド,20
ポ ン ドにす ぎないのに対 し,イ ギ リスの子会社が ロ ッシ ュ ・グル ープか ら購
入す る場合 の原料価格 は,表1が 示す よ うに,そ れ ぞれ370ポ ソ ド(41倍),
922ポン ド(46倍)で あ った。 このほか,イ ギ リス子会社 は ロ ッシ ュ ・グル
ープの研 究費お よび間接費 と してかな りの金額を支払 わ された。独 占委 員会
は,こ の よ うに 不当に高 い価格が 設定 され てい ることは 独 占の結果 であっ
表11970暦 年 におけ る ロッシ ュ ・プ ロダクツ社 の販 売高,諸 経 費お よび利益
リヴ リウ ム　　
ぜ8当島 徽 比
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ポ ン ド
750
-16
734
%
102.2
-2.2
100.0
ポ ン ド
2,005
-43
1,962
%
102.2
-2.2
100.0
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
370
2
58
7
437
50.4
0.3
7.9
1.0
59.5
922
7
32
18
979
46.9
0.4
1.6
0.9
49.9
(その他間接費)
運 送 費
販 売 促 進 費
一 般 管 理 費
研 究 開 発 費
親会社に対する研究費 ・
間 接 費 の子 会 社 負 担
イギリスにおける研究費
9
83
37
123
14
30
1.2
11.3
5.0
16.7
1.9
4.0
24
221
98
330
38
81
1.4
11.2
4.9
16.8
1.8
4.1
売 上 費 計
利 益
?
」
?
??
99.8
0.1
1,771
191
90.2
9.7
総 計' 734 100.0 1,962 100.0
(出典:独 占委 員会 の クロル ジ ァゼポキサ イ ドとジ ァゼパ ムの供 給に 関す る報 告書)
セ
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て,特 許存続期 間の終 りに な って も,か か る状態が依然 と して続いてい るこ
とは極めて不当であ り,そ れ は公共 の利益に反す ると結論す る。上記 の事実
認定 に基づいて,同 委員会 は,ロ ッシ ュ ・プロダクツ社に対 しリブ リウムと
ヴ ァリウムの販売価 格を1970年価格か ら60パ ーセソ ト,75パー一・一セ ン トそ れ
(42)
それ引き下げ るよう勧告 した。商工大臣は,勧 告を受け入れ,議 会の同意を
得て,1965年の独占及び合併法3条4項C号 に基づいて,1973年4月に勧
告通 りの命令を下 した。同社はこの命令の取消訴訟を提起 していたが,遂 に
1975年11月25日に次の条件で和解 した。すなわち,同 社は政府に超過利益
くゆ
375万ポン ドを払い戻 し,厚 生省の自主的価格表に従って他の薬価を設定す
ることに合意 し,上記2医 薬品の新価格は1970年のほぼ半分に設定された。
ドイッ子会社が親会社か ら購入す る中間財の価格は,ヴ ァリウムがイタリ
7の90倍,リ ブ リウムが47倍であった。 また,有 効競争があったならば含
まれなかった ような間接費がかな り小売価格一 イギ リスで引き下げを命ぜ
られた価格を上廻 る に含 まれていた。同社は,こ れ ら医薬品について薬
局 府け で53パ ーセ ン ト,病 院向け で85パ ーセン トの市場 占拠率を有 してお
り,他 の2社 を含め ると 累績 集中度が94パ ーセ ン トであ ったので,同 社 が
競争制限禁止法22条 に違 反 して その市場支配的地位を濫用 した と して,連
邦 カルテル庁は,1975年1月 以降販売価格を ヴ ァリウムについて35パ ーセ
ン ト,リ ブ リウムにつ いて40パ ーセソ ト引 き下げ るよ う命 じたが,ベ ル リ
シ高等裁判所は両医薬品の引き下げ幅を28パーセソ トとする判決を下 し建ご
1973～74年の石油危機の際,ド イッ連邦カルテル庁は,多 国籍石油会社に
よる値上げが実際にコス ト増に因るのか,そ れとも市場支配的地位の濫用に
㈲U.K.MonopoliesCommission,ReportontheSup少1ツofChlordiaze少oxiae
andl)iazePan,1973.
㈲ この 金 額 は,政 府 の 価 格 統 制 令 が 発 せ られ る 以 前 の 期 間 に お け る 超 過 利 益
1,200万ポ ン ドか ら,同 命 令 が 効 力 を 有 して い た 期 間 に お け る コ ス ト上 昇 分825
万 ポ ン ドを 差 引 い た 額 に相 当 す る.
@1974年10月16日 の 連 邦 カル テル 庁 の 決 定,WirtschaftundWettbewerb
(WuW)/EBKartA1526;1976年1月5日 の ベ ル リン 高 等 裁 判 所 の 判 決,
WuW/EOLG1645.
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因るのかを調査 した。その調査によると,個 々の子会社が様 々の国か ら購入
した原油の価格および運賃が異なるにも拘 らず,振 替価格は,多 国籍石油 グ
ループの貿易会社に よって,実 勢 コス トを必ず しも反映す ることな く決め ら
れた。 ドイツ子会社 と親会社間に 次のような 利益の相違があることか らし
て,貿 易会社が ドイッ子会社に対 し,コス ト増により正当化される以上の値
上げを要求 したのではないか とい う疑問が生 じた。すなわち,1973年におけ
る主要な多国籍石油会社の利益は ドイツ子会社の売上高を上廻 っており,し
かも,ド イツ子会社の多 くは1973年の 第4四 半期に損失を計上 したのに反
し,親 会社は前年同期に比 して50～70パー セン ト増の利益をあげた。 さら
に1974年上半期において,イ ギ リス石油会社は 前年同期に比 して4倍 の利
益をあげたのに反 し,その ドイッ子会社は毎月損失を計上 している。多国籍
ブ ループの計算書類が国外の親会社に保管されているため,連 邦 カルテル庁
(45)
は,こ の利益 の相違 を解 明す るこ とがで きなか った。
(3)不当な値上げ
多国籍石 油会社 の ドイ ツ子会社4社(エ ヅソ社,ド イ ッ ・シ ェル社,ド イ
ツ ・テ キサ コ社 お よび ブ リテ ィシ ュ ・ペ トロ リアム社[BP])は,民 族系の
ア ラール社 とともに,1974年4月9日 以降に原 油の コス ト増 がないに も拘 ら
ず,ガ ソ リン価格 を1リ ッ トル当 り1ペ ニ ッヒ引 き上げた。連 邦 カルテル庁
を
は,こ の一率値上げについて5社 間にカルテルまたは相互協調的行動があっ
た とい う証拠を 得ることがで きなかったが,こ れ ら5社が 市場支配的地位
　
(累績集中度は4分 の3以 上)を 濫用 したと認定 し,値 上げの阻止を勧告 し
た。外資系4社 の うち,エ ッソ社 とシ=ル 社はこの勧告を受諾 したが,BP
社 とテキサ コ社は値上げを撤回 しなかったので,連 邦カルテル庁は,最 終決
定が下されるまで4月9日 の価格を上廻る価格をガソリンスタン ドで要求 し
てはならない旨の仮命令をまず発 し,つ いで数 日後に同趣 旨の最終決定を下
(46)
し,その即時実施を命 じた。BP社 がこの決定に対す る抗告訴訟を提起 した
㈲0.EC.D.,op。cit.p.30f.
㈹WuW,1974,S.398f.
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ベル リン高等裁判所は,市 場支配的企業の濫用的な価格形成により競争秩序
が危 くなるか ら,連邦 カルテル庁の十分根拠のある処分を即時実施すること
　 ロ 　 　 り 　 　 　 　 　 り 　
が一般的には公共の利益に適合す ることを認めたが,本 件においては,連 邦
カルテル庁が,石 油会社5社 間に本来的な競争のないこと,お よびBP社 の
ガソリンの 値上げが 競争制限禁止法22条5項 の意味で濫用的であることに
ついて十分な説明を しなかったとい う理由,な らびに4月9日 の価格より高
い価格をガソリンスタン ドで要求することを禁止する命令に期限が設け られ
ていないので,市 場条件が将来変った場合にも価格の変更を禁止す ることに
なるか ら十分な命令ではないという理 由に基づいて,こ の命令の執行停止を
く　
求めるBP社 の抗告訴訟を容認 した。他方テキサコ社は,同 庁の公開聴聞で
ム
ガ ソ リン価格 を現在以上に引 き上げない 旨言明 した ので,カ ルテル庁 は上記
の仮命令を破 棄 した。そ の後,需 給関係が緩和 し石 油価 格が下落傾 向に あ る
とい うよ うに市場状況が変化 したため,本 案訴訟 は中止 された。 ・
(4)不当な差別取扱
多国籍企業が諸 国に おけ る コス トまたは競争条件 の差 異に基 づか ない価 格
差別を固定 した り,差 別的に供給拒 絶す る場 合に,差 別の不当性の立証が重
要課題 とな る。
W.EA.FillipacchiMusic,S.A.(その株 式の51パ`セ ソ トは ア メリカ
の ワe・一ナ・一・ブラザ ーズ社 に より,39パ ーセソ トは ロスチ ャイル ド銀 行に
よって所 有 され てい る)は,そ の ドイ ツ子会社が ドイ ッ市場で フラソス よ り
高 い価 格で販売す ることを維持す るため,フ ラソスの レコー ド卸売業者が ド
イ ツへ輸 出 しない よ うに保障 させた。EC委 員会 は,同 社が,加 盟国間の通
(48)
商制限を禁止するロ 一ーマ条約85条に違反 したとして,課 徴金を科 した。
価格以外の面での 差別取扱 として,1973～74年の石油危機の際,多 国籍
石油会社は,独 立系の販売業者に対 し差別的に供給を拒絶 し,従来の市場構
造を 自社に有利なものに変更 しようとした。オランダでは多国籍石油会社 ら
㈲WuW/EOLG1467und1620.
㈲1972年12月22日 のEC委 員 会 の 決定,EC官 報,No.L303/52(1972・12・31).
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が19の独立卸売業者の 中央購入団体に対 し,石 油危機の間は従来の契約義
務に基づいて供給できないが,後 者が もっと長期の契約を締結 し,かつ,独
立系であることをやめるな らば,供 給を継続する用意がある旨申 し入れた。
く　
これ らの企業に対 し経済大臣は供給の再開を命 じた。 ドイッにおいても,多
国籍石油会社の ドイツ子会社アジ ップ社は,自 社系列のガソ リンスタソ ドに
対す る供給義務を理由に,従 来その所要ガソリンの30パーセン トを 供給 し
てきた独立系の石油販売業者に供給を停止 した。連邦カルテル庁は,石 油不
足時にガソリンの供給を中断され ると,独 立系の石油会社が事業を継続でき
ない状況下において,石 油の供給先企業が系列 内であるか否かに よって供給
を差別す ることは,市場支配的企業による不当な差別的取扱を禁止す る法26
条2項 に違反するとして,ア ジ ップ社が 独立系の石油会社に毎月30万 リッ
トルのガソリソを 自社系列のガ ソリンスタン ドよりも1.4ペニ ッヒ上廻 る純
価格で供給す るように命 じた。 しかるに,同 社が抗告訴訟を提起 したベル リ
ン高等裁判所は,一般 的には不平等な取扱が違法であることを容認 したが;
行政手続の開始時点でアジ ップ社が自社系列のガソリソスタン ドに対 して も
供給を約30パ …ー一セン ト削減 してお り,さ らに削減す るとは 考え られなかっ'
　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　
たとい う本件の特殊な状況下では,ア ジ ップ社には独立系石油会社に供給す
くうの
る義務がないとして,連 邦カルテル庁の決定を取消 した。
以上のように,多 国籍企業の独 占化 または 市場支配的地位の 濫用につい
て,独 禁法の適用または立証上困難な問題がある。
2・ 国 際 カ ル テ ル ・
世界的 な規模で利益 の極大化 を追求す る多国籍企業 は,そ の海 外子会社 と
の間で生産量,販 売条件,輸 出先等 を制限す るのみ な らず,他 の多国籍 企業
と協定 また は相互協 調的行動に よって国際市場 を分割 した り,価 格を引 き上
げた りす る。
(1)多国籍企業 内におけ る競争制限
㈲1974年4月4日 の大臣命令,0.E.C.D.,op.cit.p.33.
601974年7月4日の判決.WuW/EOLG1499.
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　 　 　 つ 　 　
親会社 と子会社 とは,形 式的には独立の別 法人 ではあ るが,実 質的 には後
者が前者 の指揮命令に服 し,生 産量,販 売条件等につ いて 自主的な決定権 を
持た ない場合には,子 会社 は支店にほかな らず,本 支店 は一体であ るため共
謀 しえないのであ るか ら,多 国籍企業 内の競争制 限に対 し独禁法を適用す る'
ことが果 して妥当であ るか とい う問題が生ず る。
1928年に アメ リカの テイムケ ン ・ローラー ・ベ ア リング社 は,そ の株 式
の50パ ーセン トを 所有す る ブ リテ ィシ ュ ・テイムケン社 が排他的に製造 販
売で きる地域 を(1)イギ リス,② ヨーpッ パ大陸 諸国,お よび(3)その植民地
と属領に制限 し,後 者 は,フ レソチ ・テイムケンに対 しフランスおよびその
植民地で排他的に製造販売す る権利 を与 えた6こ れ ら3社 は価格 を協定 し,
同一商標 テイムケンを使用 した。1950年に ア メ リカの 最高裁 判所 の多数意
見は,多 国籍 企業内におけ るか ような国際市 場分割 が ア メリカの輸 出入を制
限 した と して,シ ャーマソ法1条 に違反す る と判示 したのに対 し,ブ ラック
判事 は,テ イムケン社 が外 国に支店を設置 した とすれば本支店 は法的に一体
であ るかち反 トラス ト法が適用 され ないのに,子 会社 の形態を採 ったために
違法 とされ るのは不 合理であ ると反対意見を述べた。 しか し,本 件に おけ る
子会社 の形成過程を仔細 にみ ると,ブ リテ ィシ ュ ・テ イムケン社 の前身であ
るElectric,andOrdnanceAccessoriesCompanyLimited(EOA)とテイ
ムケ ン社 とは,1909年以前に は ベア リングの生産 お よび 販売 において激 し
く競争 していたが,1909年6月6日 に,テ イムケン社 はEOA社 に特許 の
排他的実施権 を与 え,EOA社 の排 他的製造販売地域 をイギ リスだけ に制限
し,そ の他 の地域へ直接間接 輸出す ることを禁止す る協定が成 立 し,さ らに
1928年に 上記の よ うに 改訂 された のであ り,フ レソチ ・テイムケソの前身
もLaSocietedeMeeaniquedeGenevielcerであ り,1928年協定 と同趣
旨の協定が1924年に成 立す るまで は,テ イ ムケン社 と 競争関係にあ った。
従 っ}く,本件では,テ イムケン社が イギ リス とフランスに合弁会社 を設 立 し
た 目的が,国 際市場分割に よって従来 の相互間 の競争を排 除 し,さ らに共 同
して ア ウ トサ イダーを市場か ら排除す ることに よって独 占を形成す ることに
ら
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くらの
あ った以上,多 数意見が正 しい といわなければな らない。近年,ア メ リカに
おいて も,親 会社 と子会社 との間に現実 の,ま たは潜在的競争関係が従来 存
在 しなか った事例 では,両 社 間に競争 を期待す る ことが現実的でない とい う
理 由か ら,反 トラス ト訴訟 の対 象 とされ ていない。
他方,EC委 員会 も,デ ンマー クの ク リステ ィアニ ・アン ド・ニールセ ン
社 が オランダにおけ る同名の完全 子会社 との間で締結 した市場分割協定が,
同一経済 圏におけ る 分業 にす ぎない として,EEC条 約85条1項 を適用 し
くらの
ない旨決定 している。
以上のように,子 会社の設立目的,親 会社 と子会社の競争関係の有無,両
社間の支配服従関係の実情等を総合的に判断 して,多 国籍企業内における競
争制限が,子 会社 または合弁会社に付随する止むをえない制限であるか否か
を決定す ることが必要である。
(2)多国籍企業間における競争制限
多国籍企業間の国際 カルテルは,そ れぞれの伝統的な市場,と くに本国を
相互不可侵地域 とし,第三国市場への輸出条件を決めるのが典型的である。
一・国の独禁当局または裁判所が国内に競争制限的効果を齎 らす国外の多国籍
企業の行為に対 し自国の独禁法を適用す る場合に,通 常,次 のいずれかの国
く　ラ
際法原理に依拠 す る。
(1)行為帰属理論 国内の子会社 の行為が 国外 の親会社 に帰属せ られ る場
合には,国 家 は国外の当該行 為を規制す る立法管轄権 が認め られ る。
(2)効果 理論 国家は,以 下 の要件が充足 され る場合 には,領 土外で行な
われた,領 土 内に効果を生ず る行 為を規制す る法 規範を定立す る管轄権 を有
す る。
(a)当該行為 とそ の効果が,当 該規範が適用 され る行動の構 成要件 であ る
㈹341US.593(1950).
働Christiani&Nielsen,1969年6月18日のEC委 員会の決定,EC'官報1969・
7.5,No.L165/12.
㈹ 小原喜雄 「独占禁止法の場所的適用範囲」『公法の理論』(田中二郎先生古稀記
念論文集)中巻926頁以下.'
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こと,
(b)領土内の当該効果が実質的であること,お よび
(C)その効果が,領 土外の行為の直接の,か つ,主 として意図された結果
として生ず ること。
欧州染料カルテル事件では,1969年にEC委 員会は,域 内の6社 と域外
の4社 とが3回 にわたって染料の価格をほぼ同時に引き上げたことがEEC
条約85条1項 の相互協調的行動に 該当す るとして,域 内企業のみな らず域
くらの
外企業に も課徴金を科 した。EC委 員会は,域 外企業に対する管轄権を,第
一次的には行為帰属理論に,補助的に効果理論に基づいて主張 し,EC裁 判
　ゆ
所は後者を否定す ることな く,前者について容認 している。
　
以上のように,親 会社 と子会社 とを一体 とみることにより多国籍企業内に
おけ る競争制限については,多 くの場合に黙認す る反面,多 国籍企業間の競
争制限については,国 内の子会社の競争制限行為を根拠に して国外の親会社
に対 して も独禁法を適用するのである。
結 び
キン ドルバーガー教授が指摘 し逡窪 うに,多 国籍企業が投資受入国の競争
を促進す るか,制 限す るかは同国の市場状況如何に よるのであって,多 国籍
企業の競争制限行為を法的に規制することによって,競 争を促進す る側面を
拡大するように努力す ることが必要である。
64・EC官 報1969.8.7,No.L195."
㈲EC官 報1972.12.1,No.C125.小原 喜 雄 「国際 染 料 カル テル 事 件 のECの
審 判 決 に お け る域 外 管 轄 権 の 問 題 点 」 『ジ ュ リス ト』525号99頁 以 下,526号118
頁,527号139頁 以 下,528号129頁 以 下.
㈱C.P.]Kindleberger,AmericanBusiness.4broad,p。35.
